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人･農地プランが 
変わります︕ 

令和５年４⽉１⽇から「人・農地プラン」が 「地域計画※１」として、  されます︕ 
 ※１ 市街化区域を除いた区域において令和７年３⽉末までに策定することが求められています。 

※２ 農業経営基盤強化促進法 第 19 条 

１ 「地域計画」策定の趣旨・目的 
これまで“守ってきた”農地のうち、将来にわたって“守るべき”農地を
確実に利⽤し、次の世代に引き継いでいくため、 
「将来、地域の農地を誰が利⽤し、守っていくのか」、 
「地域農業を支える環境をどのように維持・発展していくのか」 
について、農業者、農地所有者だけでなく、地域に関わる若者や住⺠
等の幅広い関係者を巻き込み、一体となって地域の課題について 
話し合い、将来の農地利⽤の姿を明確化し、実現を目指します。 

R5.3.8 時点 兵庫県農業経営課 

２ 「地域計画」策定・実現の流れ 
 

★「地域計画」があるとき、ないとき 

○ 地域計画があるとき 
・地域に関わるみんなで農地を守る姿勢がわかる 
・農地を集積・集約しようとしている大規模農家が 
引き受けやすい 

・新規就農者も安心して参入・定着しやすい 
 

現状把握 
誰がどこを管理 
しているのか明確化 
 
 
 
 
 
地図にして見える化 

協議 
の場 

目標地図素案 
当面目指す姿を 
明確化 
 
 
 
 
 

随時見直し可 

 

線引き 
どこを守るのかを明確化 

農業上の利用が
行われる区域 

保全等を 
進める区域 

守るべき 
農地を誰が 
担うか検討 

ゆるやかに 
農地を 
集約・集積 

○ 地域計画がないとき 
・地域で守るべき農地を地域の中の人も外の
人も認識できない 

・農地の団地化が望めないので、担い手は引
き受けられない 

・新たな担い手を受け入れる姿勢が⾒えない
ので、新規就農者が参入しづらい 

大きな区画で 
効率よく農作業 営農環境が悪化 

農村環境の消滅 

計画の実現 
 

草刈り・水管理等は
農業者と地域住民
で協働 

なぜ今、地域計画？ 

2025 年には団塊の世代が 75 歳 
以上となる超高齢社会が訪れようと
しています。 

将来のことを考えて、農地を守
る方々の次の後継者を決めておく
ことが必要となります。 

集落 
営農 B 

個人E 
個人 

C 
今後 
検討 

法人 A 個人D 

 集落 
営農 B 

法人 A 
農業支援 

ｻｰﾋﾞｽ事業体 

農業者だけでは 
農村環境を 
守りきれません 
 
地域の方々に 
ＳＯＳを！ 
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３ 「人・農地プラン」と「地域計画」の主な違い 
事 項 人・農地プラン 地域計画（令和５年４月～） 

内 容 
地域農業の将来の在り方 地域農業の将来の在り方 

＋目標地図(参考様式は最終ページ) 

担い手 中心経営体 

① 認定農業者 

② 認定新規就農者 

③ 集落営農組織 

④ 市町の基本構想に示す目標所 
得水準を達成している農業者   

等 

農業を担う者 

左記①～④の中心経営体 

⑤ その他の多様な農業経営を営む者 

⑥ 新たに農業を始めようとする者 

⑦ 農作業の受託ｻｰﾋﾞｽを提供する者 

などの農産物の生産活動等に直接関わる者 

実現に向けた 

支援措置 

担い手向け 

・農地利用効率化等支援交付金 

必要な農業用機械・施設の導入を支援 

・新規就農者育成総合対策  

（経営開始資金） 

49歳以下のものに対し､経営開始時の
経営確立を支援する資金を交付          

左記補助事業等について、地域計画の策定

と一定の関連付けが行われます。 
 

【地域計画への移行に伴う R5年度取扱い】  

(1)補助事業の対象となる区域 

ア 地域計画を策定した区域 

イ 協議の場を設置した区域 

ウ 市町が作成した工程表に基づき令和５年

度中に協議の場の設置を行う予定の区域 

(2) 補助対象となる経営体 

 ア 地域計画を策定した区域 

目標地図に位置付けられている経営体 

 イ 地域計画が未策定の区域 

実質化された人・農地プランに位置付け

られた認定農業者など 
 

※事業により要件が変わるため、詳しくは

各事業要件を確認してください。 

地区向け 

・機構集積協力金のうち 地域集積

協力金、集約化奨励金 

農地バンクを活用して農地の集積・
集約化に取り組む地域に対して、協
力金を交付     

 

等 

等  

４ 農地に関わる制度変更等 
農地の集積・集約 
（農地中間管理事業の推進に関する法律第 18 条
第１項及び第３項） 

現行の市町の農用地利用集積計画は、農地バンクが作

成する農用地利用集積等促進計画に統合。 
農地中間管理機構関連事業(農家負担ゼ

ロの基盤整備)の特例 
（農業経営基盤強化促進法第 22 条の６） 

(1) 地域計画の区域内で､農地バンクが農作業等を受

託している農用地も対象に追加。 

(2) 対象事業に農業用用排水施設、農業用道路等の整

備も追加。 

地域計画の特例 
（農業経営基盤強化促進法第 22 条の３及び 

第 22 条の４） 

地域の農地所有者等がその３分の２以上の同意を得

て、「貸付け等を行う際には相手方を農地バンクに限

定する」旨を地域計画に盛り込むことが可能。 

農振農用地区域からの除外に係る要件 
（農業振興地域の整備に関する法律第13条第２項） 

農地転用のための農振農用地区域からの除外の要件に

｢地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないと認め

られること｣を追加。 

農地法第３条の許可の判断基準 
（国がガイドラインを策定予定） 

周辺の農地利用に支障がないこと（第６号） 

地域計画の達成に支障がないことについて確認するこ

とをガイドラインで明確化。   
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地域計画と連携する各種補助事業等一覧（令和５年度、令和４年度補正）

事業名

1 ○農地利用効率化等支援交付金
経営局
経営政策課　担い手総合対策室
担い手支援第1班

03-6744-2148

2 〇特定地域経営支援対策事業のうち沖縄農業対策事業
経営局
経営政策課　担い手総合対策室
担い手支援第2班

03-6744-2148

3 ○担い手確保・経営強化支援事業
経営局
経営政策課　担い手総合対策室
担い手育成班

03-3502-6444

4 ○経営継承・発展等支援事業
経営局
経営政策課　担い手企画班

03-6744-2143

5 ○集落営農活性化プロジェクト促進事業
経営局
経営政策課　組織経営グループ

03-6744-0576

6 ○農業経営基盤強化準備金制度
経営局
経営政策課　経営税制グループ

03-6744-0576

7
○機構集積協力金のうち地域集積協力金、集約化奨励金
○農地中間管理機構事業のうち農地売買等支援事業

経営局
農地政策課　集積支援グループ

03-3591-1389

8
○スーパーL資金金利負担軽減措置
○農業近代化資金金利負担軽減措置

経営局
金融調整課　経営・災害金融グループ

03-6744-2165

9
○農業信用保証保険支援総合事業のうち
　農業経営継承保証保険支援事業、農業近代化資金保証料助成金交付事業

経営局
金融調整課　農林漁業信用基金班

03-6744-2171

10
○新規就農者育成総合対策のうち経営開始資金、経営発展支援事業
○新規就農者確保緊急対策のうち初期投資促進事業

経営局
就農・女性課　就農支援グループ

03-3502-6469

11 ○強い農業づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプ
農産局
総務課　生産推進室

03-3502-5945

12
○持続的生産強化対策事業のうち果樹農業生産力増強総合対策のうち
　未来型果樹農業等推進条件整備事業

農産局
果樹・茶グループ　果樹振興班

03-3502-5957

13
○持続的生産強化対策事業のうち
　茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進（茶の改植等）

農産局
果樹・茶グループ　茶業班

03-6744-2194

14
○持続的生産強化対策事業のうち戦略作物生産拡大支援事業のうち
　作付体系転換支援事業

農産局
穀物課　豆類班

03-3502-5965

15

○農地耕作条件改善事業のうち
　高収益作物転換型、地域内農地集積型、スマート農業導入推進型、
　水田貯留機能向上型、土地利用調整型

農村振興局
整備部 農地資源課
経営体育成基盤整備推進室

03-6744-2208

16

○農山漁村振興交付金のうち農山漁村発イノベーション対策
　（農山漁村発イノベーション推進事業（農山漁村発イノベーション創出支援型
　のうち農山漁村発イノベーション推進支援事業））
○農山漁村振興交付金のうち農山漁村発イノベーション対策
　（農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型））

農村振興局
農村政策部　都市農村交流課
地域資源活用推進班

03-6744-2497

17 ○鳥獣被害防止総合対策交付金
農村振興局
農村政策部 鳥獣対策・農村環境課
鳥獣対策室 鳥獣被害対策推進班

03-3591-4958

18 ○農山漁村振興交付金のうち中山間地農業推進対策
農村振興局
農村政策部　地域振興課
事業指導班

03-3501-8359

19
○農山漁村振興交付金のうち
　最適土地利用総合対策、中山間地域等農用地保全総合対策

農村振興局
農村政策部 地域振興課
荒廃農地活用推進班

03-6744-2665

問合せ先（直通番号）
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５ 兵庫県の担い手・農地の状況 
（１）基幹的農業従事者※の状況（令和２年） 

●基幹的農業従事者の平均年齢は、全国 67.8 歳、兵庫県 70.6 歳で、全国平均より 2.8 歳高い状態です。 
   基幹的農業従事者の 70 歳以上の割合は、約６割と担い手の高齢化が進んでいます。 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
（２）集落営農の状況 
 ●兵庫県の集落営農組織の経営面積は全国平均に比べて小さく、増加傾向も⾒られません。 
   また、集落営農組織内の「一定の農業所得のある主たる従事者」が複数名いる組織が、 全国は半数以上

あるのに対し、兵庫県は４割程度で、脆弱な組織が⽬⽴ちます。 

集落営農法人１組織あたりの平均経営面積     集落営農における主たる従事者※数の割合(R3) 

 
 
 
 
 
 
 

 
（３）担い手への農地の集積状況 

●担い手への農地集積状況は、全国 58.9％、兵庫県 24.8％で集積が進んでいない状況です。 
 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
基幹的農業従事者の年齢構成 全国 兵庫

【出典】集落営農実態調査 

若い世代の従事者の割合が 

全国に比べ低い・・・ 

【出典】2020 年農林業センサス 

12,880 14,311 14,729 16,499 16,725 17,173 17,238 17,612 17,871 18,087 

76,100 75,800 75,400 75,000 74,700 74,200 73,800 73,400 73,000 72,800

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

集積面積 耕地面積
(ha)

16.9% 18.9% 19.5% 22.0% 22.4% 23.1% 23.4% 24.0% 24.5% 24.8%

担い手への農地集積面積 

【出典】担い手の農地利用集積状況調査 

★あなたの地域は、どんな状況でしょうか︖ 

※ 詳しい情報は、農林⽔産省ホームページでご覧になれます。 わがマチ・わがムラ 検索. 

(人) (人) 基幹的農業従事者数 (人) 

 全国 兵庫県 

全体 136 万 34,591 

70 歳 

以上 

69.6 万 

(51.1%) 

21,068 

(60.9%) 
 
 

※基幹的農業従事者 

15才以上の世帯員のうちふだん仕事

として主に自営農業に従事している者 
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｢地域計画｣の策定は私たちが応援します！ 

市町、農業委員会、JA、農林(水産)振興事務所、  

農業改良普及センター、土地改良事務所、農地バンク  

今、地域のミライを地域の皆さまで考えることが必要です。 

考えた経過を記録して共有し、実現を目指す。 

それが「地域計画」です！ 

これまでの人・農地プランに 

赤枠部分を追記するイメージです。 
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（案） 

令和５年  月  日 

○○町△△地区の皆さまへ 

△△地区の地域計画を策定します。 

 

地域の皆様にお願いすること 

① より多くのご意見を反映できるよう、話し合いへの参加やアンケート調査回答をお

願いいたします。 

② 地区内の現況地図や目標地図を作成する際に、農地の所有者や耕作者を反映させる

ため、野帳および農地台帳の情報を地区内の話し合いで共有させていただくことが

ありますので、ご了承ください。 

 

話し合い等のスケジュール ※日程は変更になることがあります 

令和５年○月○日 説明会開催・協議の場の設定 

○月○日 地域課題についての話し合い 

○月  アンケート調査実施 

○月○日 目標地図案と計画素案の確認（担い手のリストアップ） 

＜協議の結果公表＞地区内での計画内容の共有 

  ＜関係者の検討会・地域計画案の公示・公告＞ 

○月  地域計画策定・公表 

地域計画策定以降 年１～２回、適宜、地域計画の変更 

 

 
地域計画とは、地域の現状課題、農地の集積や農業の将来について、個人で悩まず、

地域全体で話し合い、解決していくための計画です。法律で令和７年３月までに策定する

ことが決められています。 

具体的には、アンケート調査等で把握した内容をもとに地図を作成し、１０年後に耕

作できる農地を誰が耕作するのかを定めた目標地図や計画書により将来像を「見える化」

します。 

計画策定した後は、定めた計画の実現にむけて地域で取り組んでいきます。また、

計画内容は毎年、話し合いや改善を重ねて、地域の状況にあったよりよい計画に変更して

いきます。 

地域計画についてのお問合せ先 
神戸市西農業振興センター 
 ℡ 975-6860  fax 975-6828 

↑地域計画について 
農水省ホームページ 
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提出先：農会長まで      

提出締め切り：令和５年 月  日まで 

 
【個人情報の使用目的について】 

・ご記入いただいた個人情報については、「地域計画」を策定する目的にのみ使用します。 

・各項目について、情報提供に同意いただける方は本調査票をご提出ください。 

 

代

表

者 

フリガナ  ニシ タロウ 

氏 名  西 太郎 

団体名（法人等の場合） 

生年月日（西暦） 

 １９７０年  ４月  １日 
※法人は記入不要 

住所（〒６５１―２１２４）  神戸 市  西区伊川谷 町 井吹１番地 

属 性 （該当 する も

のがあれば〇を） 

認定農業者 ・ 認定新規就農者 ・ 集落営農組織 ・ 農家（専業兼業含む） 

非農家 ・ その他（                            ） 

 

問１．現在の農業経営についての状況・意向 

 

主な経営作物 

（３つまで） 
水稲 ・ 飼料用作物 ・ キャベツ 

農業の後継者の有無

（該当するものに〇を） 

①あり（世帯員） ②あり（世帯外） ③なし 

 

④わからない 

 

１０年後の農地につい

ての意向 

①経営継続（相続

含む） 

②規模縮小 ③規模拡大 ④わからない 

 

問２．今後の貸付等の意向（おおよそ１０年後まで） 

・集落外の農地については、該当地区に情報提供することがあります。農地の貸し借りの推進を図るため、こ

の項目の記載内容を農業委員会、農業及び借手希望者に情報提供することがあります。貸付等の意向がな

い場合や、既に貸付している農地は記入不要です。 

意向（希望するも

のに〇を） 

面積㎡ 現況 

地目 

所在地 現状作物 希望する相

手（任意） 大字 小字 地番 

売りたい・貸したい ２０００ 田・畑 井吹 鎌塚 １００ 水稲 神戸営農組合 

売りたい・貸したい １０００ 田・畑 井吹 鎌塚 ２００ 自己保全 集落の人 

売りたい・貸したい １０００ 田・畑 井吹 鎌塚 ３００ 自己保全 未定 

売りたい・貸したい  田・畑      
 

※地番は、野帳や固定資産税の納税通知書等でも確認できます。 

※書ききれない場合は、別紙(P3)に記載、もしくは別途地番・所有者名のわかる書類を添付してください。 

☐ 別紙一覧のとおり（売りたい・貸したい） 

  

 

 

 

「地域計画」の策定に向けた農地の利用等に関する状況調査票 

～〇〇地区の農業者対象～ 

記入者氏名  神戸 花子          

（団体の場合）団体名                    

自宅連絡先  ０７８－１２３－４５６７  

携帯連絡先  ０９０－１２３４－５６７８ 

 

神 戸 市 農 業 委 員 会 

神戸市西農業振興センター 

〇〇地区農会 

裏面も回答をお願いします。 

記 載 例 
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問３．今後の借入等の意向（おおよそ１０年後まで） 

・農地の貸し借りの推進を図るため、この項目の記載内容を農業委員会、農業及び貸手希望者に情報提供

することがあります。借入等の意向がない場合は記入不要です。 

意向（希望するも

のに〇を） 

地目 増やしたい

面積㎡ 

作りたい作物 希望する地区等 

借りたい 田・畑 約２０００㎡ 施設野菜（キャベツ） 伊川谷町永井谷・前開下地区 

買いたい 田・畑    

作業受託したい 田・畑 約１０００㎡ 水稲 同上 

 

問４．地域計画（目標地図）への「農業を担う者」としての位置付けについての意向 
・この項目に記載いただいた方は、「地域計画における農業を担う者」（以下、「担い手」）として位置付けのう

え、集落の地域計画（目標地図）に氏名が掲載される予定です。 

・集落外の農地については、該当地区に情報提供することがあります。位置付けの意向がない場合は記入

不要です。 

①地域計画への位置付けを希望する農地（おおむね 10 年後も自身が耕作する予定の農地） 

※書ききれない場合は、別紙(P3)に記載、もしくは別途地番・所有者名のわかる書類を添付してください。 

※所有者同意不明の農地については、掲載できない可能性があります。    ☐ 別紙一覧のとおり 

②上記農地における主な経営作物（３つまで） 

水稲・飼料用作物・キャベツ 

 

③上記農地の耕作者（農業を担う者・団体に位置付ける）氏名 

西 太郎、西 三郎（後継者） 

 

 

 

 

 

 

 

eMAFF 農地ナビ 検 索  （農地の場所や面積がわからないときに活用できます） 

ご協力ありがとうございました 

面積㎡ 地目 所在地 農地の所有者名（借地の場合） 

大字 小字 地番  所有者同意※ 

２０００㎡ 田・畑 井吹 鎌塚 １００ 西 太郎 あり ・ 不明 

１０００㎡ 田・畑 井吹 鎌塚 ２００ 西 次郎 あり ・ 不明 

１０００㎡ 田・畑 井吹 鎌塚 ３００ 西 花子 あり ・ 不明 

１０００㎡ 田・畑 野中 前場 １００ 神戸 花子 あり ・ 不明 

＜問４に関する留意事項＞ 

・地域計画に掲載する氏名・対象農地については、縦覧等で公示、公告されますので、ご了承ください 
・今後転用の計画がある農地については、記載しないでください。（地域計画に位置付けられた農地を転

用する場合、地域計画の変更が必要となります。） 

・農地の貸し借りの手続きについて、地域計画策定後は、「農地中間管理事業」に限定されます。また、

「地域計画の目標地図に位置づけされた農地」の貸し付け相手は「当該農地の受け手であること」が要

件となります。 

・地域計画に位置付けされた担い手は、今後、国の補助や支援を受けやすくなります。 
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